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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１のクラッド層形成用樹脂とポリエチレンテレフタレートフィルム又はポリアミドフ
ィルムである第１の基材フィルムを有する第１のクラッド層形成用樹脂フィルムと、
　コア層と基材とを有するコア層形成用樹脂フィルムと、
　第２のクラッド層形成用樹脂とポリエチレンテレフタレートフィルム又はポリアミドフ
ィルムである第２の基材フィルムとを有する第２のクラッド層形成用樹脂フィルムと、
を用いて作製される、
　上部クラッド層と、下部クラッド層と、前記上部クラッド層と前記下部クラッド層との
間に埋め込まれたコアパターンとを有するフレキシブル光導波路の製造方法であって、
　前記第１のクラッド層形成用樹脂を光硬化させて、前記第１のクラッド層形成樹脂フィ
ルムに前記下部クラッド層を形成する工程と、
　前記下部クラッド層上に、前記コア層形成用樹脂フィルムをラミネートして、前記下部
クラッド層上に前記コア層を積層する工程と、
　前記コア層形成用樹脂フィルムの前記基材上からネガマスクパターンを通して活性光線
を画像状に前記コア層に照射させる工程と、
　前記コア層形成用樹脂フィルムの前記基材を前記コア層から剥離させる工程と、
　前記コア層を現像させて、前記下部クラッド層に前記コアパターンを形成する工程と、
　前記第２のクラッド層形成用樹脂が前記コアパターン側になるように、前記第２のクラ
ッド層形成用樹脂フィルムを前記コア層上にラミネートして、前記第２のクラッド層形成
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用樹脂を前記コアパターンに埋め込む工程と、
　前記第２の基材フィルム上から活性光線を照射し前記第２のクラッド層形成用樹脂を光
硬化させて、前記上部クラッド層を形成する工程と、
を備える、フレキシブル光導波路の製造方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の製造方法で製造されるフレキシブル光導波路であって、
　前記第１のクラッド層形成用樹脂フィルムは、前記第１のクラッド層形成用樹脂と、前
記第１の基材フィルムとを有し、前記第１のクラッド層形成用樹脂を前記第１の基材フィ
ルムに塗布し、溶剤乾燥させたものであり、
　前記下部クラッド層は、前記第１のクラッド層形成用樹脂を硬化させたもので、
　前記コアパターンは、前記コア層形成用樹脂フィルムによって形成され、
　前記上部クラッド層は、前記上部クラッド層と前記下部クラッド層との間に前記コアパ
ターンが埋め込まれるように、前記下部クラッド層に積層されており、
　前記第１の基材フィルムは、前記下部クラッド層において、前記コアパターンとは反対
側である前記下部クラッド層の外側に配置されている、フレキシブル光導波路。
【請求項３】
　前記第１の基材フィルムの最大伸び率が１０～３００％であり、かつ、前記第１の基材
フィルムの厚さが５～２５０μｍである請求項２に記載のフレキシブル光導波路。
【請求項４】
　前記第２の基材フィルムの最大伸び率が１０～３００％であり、かつ、前記第２の基材
フィルムの厚さが５～２５０μｍである請求項２又は３に記載のフレキシブル光導波路。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、屈曲性や強靭性、さらに生産性に優れたフレキシブル光導波路及びその製造
方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電子素子間や配線基板間の高速・高密度信号伝送において、従来の電気配線による伝送
では、信号の相互干渉や減衰が障壁となり、高速・高密度化の限界が見え始めている。こ
れを打ち破るため電子素子間や配線基板間を光で接続する技術、いわゆる光インタコネク
ションが検討されている。光路としては、素子や基板との結合の容易さ、取り扱い易さの
観点から、柔軟性を備えたフレキシブル光導波路が好適と考えられる。
　フレキシブル光導波路として、例えば特許文献１や特許文献２に高分子フィルム光導波
路が提案されている。特許文献１における、高分子フィルムは、まずシリコン等の基板上
に高分子の溶液等をスピンコート、ベークにより下部クラッド層を形成する。次いで、同
様の方法によってコア層を形成後、Ｓｉ含有ホトレジスト等でマスクパターンを形成し、
ドライエッチングによってコアパターンを形成した後、下部クラッド層を形成した方法と
同様の方法によって上部クラッド層を形成する。最後に基板から光導波路を剥がすことに
よってフィルム化した光導波路を作製している。このフィルム化した光導波路の製造方法
においては、特に光導波路を剥がし易くするために、基板として熱酸化したシリコン基板
を用い、光導波路形成後、フッ酸に浸漬することにより剥離する方法を示している。この
フィルム光導波路では、上述のように下部クラッド、コア、上部クラッドの各層をスピン
コート及びベークによって形成している。
【０００３】
　しかしながら、上記方法では各層の形成に時間がかかるとともに、液状の材料を基板上
に塗布し製膜する方法を用いて光導波路を作製するため、膜厚管理が煩雑であり、しかも
基板上に塗布した樹脂が、硬化前は液状であるため、基板上で樹脂が流れてしまい、膜厚
の均一性を保つことが困難であるなど、材料形態が液状であることに起因した課題があっ
た。また、シリコンを基板に用いていることから１０ｃｍ以上のサイズの光導波路を大量
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に製造するには向かない。さらに、上記製造方法に高真空プロセスであるドライエッチン
グ工程を有しており、コア層が厚いマルチモード光導波路を作製するためには、非常に長
い時間ドライエッチングを行う必要がある。
【０００４】
　また、特許文献２に開示される製造方法では、凸型金型上に下部クラッドを形成し、こ
の下部クラッドの上に銅が表面に蒸着された基板を接着する。続いて金型を除去し、金型
の凸部跡にできた溝にコアを充填し、さらにコアを覆うように上部クラッドを形成する。
最後に蒸着された銅を溶かし基板を除去してフレキシブル光導波路を得る。この製造方法
においては、金型を利用するために、金型が高価なことや大面積化が困難なことが課題で
ある。
【０００５】
【特許文献１】特開平７-２３９４２２号公報
【特許文献２】特許第３２４９３４０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、上記問題点に鑑み、高い屈曲性や強靭性を有し、しかも生産性に優れるフレ
キシブル光導波路及びその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、鋭意検討を重ねた結果、下記に記載の構成又は方法により、上記課題を
解決し得ることを見出した。すなわち、本発明は、
（１）第１のクラッド層形成用樹脂とポリエチレンテレフタレートフィルム又はポリアミ
ドフィルムである第１の基材フィルムを有する第１のクラッド層形成用樹脂フィルムと、
　コア層と基材とを有するコア層形成用樹脂フィルムと、
　第２のクラッド層形成用樹脂とポリエチレンテレフタレートフィルム又はポリアミドフ
ィルムである第２の基材フィルムとを有する第２のクラッド層形成用樹脂フィルムと、
を用いて作製される、
　上部クラッド層と、下部クラッド層と、前記上部クラッド層と前記下部クラッド層との
間に埋め込まれたコアパターンとを有するフレキシブル光導波路の製造方法であって、
　前記第１のクラッド層形成用樹脂を光硬化させて、前記第１のクラッド層形成樹脂フィ
ルムに前記下部クラッド層を形成する工程と、
　前記下部クラッド層上に、前記コア層形成用樹脂フィルムをラミネートして、前記下部
クラッド層上に前記コア層を積層する工程と、
　前記コア層形成用樹脂フィルムの前記基材上からネガマスクパターンを通して活性光線
を画像状に前記コア層に照射させる工程と、
　前記コア層形成用樹脂フィルムの前記基材を前記コア層から剥離させる工程と、
　前記コア層を現像させて、前記下部クラッド層に前記コアパターンを形成する工程と、
　前記第２のクラッド層形成用樹脂が前記コアパターン側になるように、前記第２のクラ
ッド層形成用樹脂フィルムを前記コア層上にラミネートして、前記第２のクラッド層形成
用樹脂を前記コアパターンに埋め込む工程と、
　前記第２の基材フィルム上から活性光線を照射し前記第２のクラッド層形成用樹脂を光
硬化させて、前記上部クラッド層を形成する工程と、
を備える、フレキシブル光導波路の製造方法。
（２）（１）に記載の製造方法で製造されるフレキシブル光導波路であって、
　前記第１のクラッド層形成用樹脂フィルムは、前記第１のクラッド層形成用樹脂と、前
記第１の基材フィルムとを有し、前記第１のクラッド層形成用樹脂を前記第１の基材フィ
ルムに塗布し、溶剤乾燥させたものであり、
　前記下部クラッド層は、前記第１のクラッド層形成用樹脂を硬化させたもので、
　前記コアパターンは、前記コア層形成用樹脂フィルムによって形成され、
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　前記上部クラッド層は、前記上部クラッド層と前記下部クラッド層との間に前記コアパ
ターンが埋め込まれるように、前記下部クラッド層に積層されており、
　前記第１の基材フィルムは、前記下部クラッド層において、前記コアパターンとは反対
側である前記下部クラッド層の外側に配置されている、フレキシブル光導波路。
（３）前記第１の基材フィルムの最大伸び率が１０～３００％であり、かつ、前記第１の
基材フィルムの厚さが５～２５０μｍである（２）に記載のフレキシブル光導波路、
（４）前記第２の基材フィルムの最大伸び率が１０～３００％であり、かつ、前記第２の
基材フィルムの厚さが５～２５０μｍである（２）又は（３）に記載のフレキシブル光導
波路、である。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、高い屈曲性、強靭性を有し、かつ、取扱易く、生産性に優れるフレキ
シブル光導波路及びその製造方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本発明のフレキシブル光導波路は、高屈折率である１つのコア層形成用樹脂フィルムと
、低屈折率である２つのクラッド層形成用樹脂フィルムを用いて作製されるフレキシブル
光導波路であり、クラッド層形成用樹脂フィルムの少なくとも１つがクラッド層形成用樹
脂と基材フィルムから構成され、該基材フィルムがコア層に対してクラッド層の外側に配
置されることを特徴とする。これにより、基材フィルムの柔軟性や強靭性を付与したフレ
キシブル光導波路を得ることができる。また、フィルム状の光導波路形成用材料を用いる
ことで、液状材料特有の生産性や大面積対応に関する課題を解決できる。さらに、クラッ
ド層の外側に基材フィルムを設ける構造とすることで、クラッド層が外界にさらされるこ
とがなくなり、汚れや傷などの影響を受けなくなるため、光導波路としての扱い易さが向
上する。
　クラッド層の外側に配置される基材フィルムは、少なくともフレキシブル光導波路の片
面に設けられていればよいが、両面に設ける対称構造とすることで反りの少ないフレキシ
ブル光導波路を作製することができる。
【００１０】
　ここで用いるクラッド層形成用樹脂フィルムの基材フィルムは、光導波路に柔軟性及び
強靭性を付与する支持体であって、その材料については特に限定されないが、柔軟性、強
靭性を有するとの観点から、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート
、ポリエチレンナフタレート等のポリエステル、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリア
ミド、ポリカーボネート、ポリフェニレンエーテル、ポリエーテルサルファイド、ポリフ
ェニレンサルファイド、ポリアリレート、液晶ポリマー、ポリスルホン、ポリエーテルス
ルホン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエーテルイミド、ポリアミドイミド、ポリイ
ミドなどが好適に挙げられる。これら基材フィルムの中でも、柔軟性及び強靭性、実用的
な耐熱性、クラッド層を硬化させるための紫外光透過性、入手のしやすさの観点からポリ
エチレンテレフタレートなどのポリエステルを用いるのが好ましい。さらに上記観点に加
え、耐熱性が必要な場合には、ポリアミドやポリイミドを基材フィルムに用いるのが好ま
しい。
【００１１】
　また、基材フィルムの最大伸び率は、フレキシブル光導波路としての柔軟性及び強靭性
発現の観点から、１０～３００％の範囲であることが好ましい。基材フィルムの最大伸び
率が１０％以上であると十分な柔軟性、強靭性を得ることができ、クラッド層及びコア層
を形成する樹脂として比較的脆い材料も使用することができる。一方、基材フィルムの最
大伸び率が３００％以下であると、十分な強靭性が得られ、保護フィルムとしての機能を
十分に発現し得る。以上の観点から、基材フィルムの最大伸び率は２０～２００％の範囲
であることがより好ましく、５０～１５０％の範囲であることが特に好ましい。
　なお、ここで最大伸び率とは、ＪＩＳ－Ｋ７１２７に基づき測定された引張最大荷重伸
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びを意味する。
【００１２】
　次に、基材フィルムの厚さは、目的とする柔軟性により適宜変えてよいが、５～２５０
μｍであることが好ましい。基材フィルムの厚さが５μｍ以上であると強靭性が得易いと
いう利点があり、２５０μｍ以下であると柔軟性が得られる。
　強靭性と柔軟性を両立させる観点から、基材フィルムの厚さは６～５０μｍの範囲がよ
り好ましく、８～２５μｍの範囲がさらに好ましく、１０～１８μｍの範囲が特に好まし
い。
　また、基材フィルム上には、電気配線を設けてもよく、この場合、予め電気配線を設け
たものを基材フィルムとして用いることができる。あるいは、フレキシブル光導波路製造
後に、基材フィルムに電気配線を形成することが可能である。
　さらに、基材フィルムの表面には接着処理や帯電防止処理を施してもよい。特に基材フ
ィルムのクラッド層樹脂との接着面には接着処理を施すことが好ましく、その反対面又は
両面に帯電処理を施すことが好ましい。
【００１３】
　上記クラッド層形成用樹脂フィルムとしては、接着処理を施した基材フィルム上にクラ
ッド層形成用樹脂が製膜されていることが好ましい。これにより、クラッド層と基材フィ
ルムの接着力を向上させ、クラッド層と基材フィルムの剥離不良を抑制できる。ここで接
着処理とは、易接着樹脂コート、コロナ処理、プラズマ処理、サンドブラスト等によるマ
ット加工などにより、基材フィルムとこの上に形成されるクラッド層樹脂との接着力を向
上させる処理である。
【００１４】
　本発明で用いるクラッド層形成用樹脂としては、コア層より低屈折率で、光又は熱によ
り硬化する樹脂組成物であれば特に限定されず、熱硬化性樹脂組成物や感光性樹脂組成物
を使用することができる。
　より好適には、クラッド層形成用樹脂が、（Ａ）ベースポリマー、（Ｂ）光重合性化合
物、及び（Ｃ）光重合開始剤を含有する樹脂組成物により構成されることが好ましい。
　ここで用いる（Ａ）ベースポリマーはクラッド層を形成し、該クラッド層の強度を確保
するためのものであり、該目的を達成し得るものであれば特に限定されず、フェノキシ樹
脂、エポキシ樹脂、（メタ）アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアリレート樹脂
、ポリエーテルアミド、ポリエーテルイミド、ポリエーテルスルホン等、あるいはこれら
の誘導体などが挙げられる。これらのベースポリマーは１種単独でも、また２種以上を混
合して用いてもよい。上記で例示したベースポリマーのうち、耐熱性が高いとの観点から
、主鎖に芳香族骨格を有することが好ましく、特にフェノキシ樹脂が好ましい。また、３
次元架橋し、耐熱性を向上できるとの観点からは、エポキシ樹脂、特に室温で固形のエポ
キシ樹脂が好ましい。さらに、後に詳述する（Ｂ）光重合性化合物との相溶性が、クラッ
ド層形成用樹脂フィルムの透明性を確保するために重要であるが、この点からは上記フェ
ノキシ樹脂及び（メタ）アクリル樹脂が好ましい。なお、ここで（メタ）アクリル樹脂と
は、アクリル樹脂及びメタクリル樹脂を意味するものである。
【００１５】
　フェノキシ樹脂の中でも、ビスフェノールＡ又はビスフェノールＡ型エポキシ化合物若
しくはそれらの誘導体、及びビスフェノールＦ又はビスフェノールＦ型エポキシ化合物若
しくはそれらの誘導体を共重合成分の構成単位として含むものは、耐熱性、密着性及び溶
解性に優れるため好ましい。ビスフェノールＡ又はビスフェノールＡ型エポキシ化合物の
誘導体としては、テトラブロモビスフェノールＡ、テトラブロモビスフェノールＡ型エポ
キシ化合物等が好適に挙げられる。また、ビスフェノールＦ又はビスフェノールＦ型エポ
キシ化合物の誘導体としては、テトラブロモビスフェノールＦ、テトラブロモビスフェノ
ールＦ型エポキシ化合物等が好適に挙げられる。ビスフェノールＡ／ビスフェノールＦ共
重合型フェノキシ樹脂の具体例としては、東都化成（株）製「フェノトートＹＰ－７０」
（商品名）が挙げられる。
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【００１６】
　室温で固形のエポキシ樹脂としては、例えば、東都化学（株）製「エポトートＹＤ－７
０２０、エポトートＹＤ－７０１９、エポトートＹＤ－７０１７」（いずれも商品名）、
ジャパンエポキシレジン（株）製「エピコート１０１０、エピコート１００９、エピコー
ト１００８」（いずれも商品名）などのビスフェノールＡ型エポキシ樹脂が挙げられる。
【００１７】
　（Ａ）ベースポリマーの分子量については、フィルム形成性の点から、数平均分子量で
５，０００以上であることが好ましく、さらに１０，０００以上が好ましく、特に３０，
０００以上であることが好ましい。数平均分子量の上限については、特に制限はないが、
（Ｂ）光重合成化合物との相溶性や露光現像性の観点から、１，０００，０００以下であ
ることが好ましく、さらには５００，０００以下、特には２００，０００以下であること
が好ましい。なお、本発明における数平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラ
フィー（ＧＰＣ）で測定し、標準ポリスチレン換算した値である。
【００１８】
　（Ａ）ベースポリマーの配合量は、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の総量に対して、１０～
８０質量％とすることが好ましい。この配合量が、１０質量％以上であると光導波路形成
に必要な５０～５００μｍ程度の厚膜フィルムの形成が容易であるという利点があり、一
方、８０質量％以下であると、光硬化反応が十分に進行する。以上の観点から、（Ａ）ベ
ースポリマーの配合量は、２０～７０質量％とすることがさらに好ましい。
【００１９】
　次に、（Ｂ）光重合性化合物としては、紫外線等の光の照射によって重合するものであ
れば特に限定されず、分子内に２つ以上のエポキシ基を有する化合物や分子内にエチレン
性不飽和基を有する化合物などが挙げられる。
　分子内に２つ以上のエポキシ基を有する化合物の具体例としては、ビスフェノールＡ型
エポキシ樹脂、テトラブロモビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポ
キシ樹脂、ビスフェノールＡＤ型エポキシ樹脂、ナフタレン型エポキシ樹脂等の２官能芳
香族グリシジルエーテル；フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック
型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン－フェノール型エポキシ樹脂、テトラフェニロー
ルエタン型エポキシ樹脂等の多官能芳香族グリシジルエーテル；ポリエチレングリコール
型エポキシ樹脂、ポリプロピレングリコール型エポキシ樹脂、ネオペンチルグリコール型
エポキシ樹脂、ヘキサンジオール型エポキシ樹脂等の２官能脂肪族グリシジルエーテル；
水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂等の２官能脂環式グリシジルエーテル；トリメチロ
ールプロパン型エポキシ樹脂、ソルビトール型エポキシ樹脂、グリセリン型エポキシ樹脂
等の多官能脂肪族グリシジルエーテル；フタル酸ジグリシジルエステル等の２官能芳香族
グリシジルエステル；テトラヒドロフタル酸ジグリシジルエステル、ヘキサヒドロフタル
酸ジグリシジルエステル等の２官能脂環式グリシジルエステル；Ｎ，Ｎ－ジグリシジルア
ニリン、Ｎ，Ｎ－ジグリシジルトリフルオロメチルアニリン等の２官能芳香族グリシジル
アミン；Ｎ，Ｎ，Ｎ'，Ｎ'－テトラグリシジル－４，４－ジアミノジフェニルメタン、１
，３－ビス（Ｎ，Ｎ－グリシジルアミノメチル）シクロヘキサン、Ｎ，Ｎ，Ｏ－トリグリ
シジル－ｐ－アミノフェノール等の多官能芳香族グリシジルアミン；アリサイクリックジ
エポキシアセタール、アリサイクリックジエポキシアジペート、アリサイクリックジエポ
キシカルボキシレート、ビニルシクロヘキセンジオキシド等の２官能脂環式エポキシ樹脂
；ジグリシジルヒダントイン等の２官能複素環式エポキシ樹脂；トリグリシジルイソシア
ヌレート等の多官能複素環式エポキシ樹脂；オルガノポリシロキサン型エポキシ樹脂等の
２官能又は多官能ケイ素含有エポキシ樹脂などが挙げられる。
【００２０】
　これらの分子内に２つ以上のエポキシ基を有する化合物は、通常その分子量が、１００
～２０００程度であり、さらに好ましくは１５０～１０００程度であり、
室温で液状のものが好適に用いられる。またこれらの化合物は、単独または２種類以上組
み合わせて使用することができ、さらにその他の光重合性化合物と組み合わせて使用する
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こともできる。なお、本発明における光重合性化合物の分子量は、ＧＰＣ法又は質量分析
法にて測定できる。
【００２１】
　また、分子内にエチレン性不飽和基を有する化合物の具体例としては、（メタ）アクリ
レート、ハロゲン化ビニリデン、ビニルエーテル、ビニルピリジン、ビニルフェノール等
が挙げられるが、これらのうち透明性と耐熱性の観点から、（メタ）アクリレートが好ま
しく、１官能性のもの、２官能性のもの、３官能性以上のもののいずれも用いることがで
きる。
【００２２】
　１官能性（メタ）アクリレートとしては、メトキシポリエチレングリコール（メタ）ア
クリレート、フェノキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ
）アクリレート、イソステアリル（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイロキシ
エチルコハク酸、パラクミルフェノキシエチレングリコール(メタ)アクリレート、２－テ
トラヒドロピラニル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、メチル
（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、ベ
ンジル（メタ）アクリレート等がある。
【００２３】
　また、２官能性（メタ）アクリレートとしては、エトキシ化２－メチル－１，３－プロ
パンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート
、１，６－へキサンジオールジ（メタ）アクリレート、２－メチル－１，８－オクタンジ
オールジアクリレート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、１，１０－ノ
ナンジオールジ（メタ）アクリレート、エトキシ化ポリプロピレングリコールジ（メタ）
アクリレート、プロポキシ化エトキシ化ビスフェノールＡジアクリレート、エチレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テト
ラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アク
リレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、エトキシ化ビスフェノー
ルＡジ（メタ）アクリレート、トリシクロデカンジ（メタ）アクリレート、エトキシ化シ
クロヘキサンジメタノールジ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－１－アクリロキシ
－３－メタクリロキシプロパン、２－ヒドロキシ－１，３－ジメタクリロキシプロパン、
９，９－ビス［４－（２－アクリロイルオキシエトキシ）フェニル］フルオレン、９，９
－ビス［３－フェニル－４－アクリロイルポリオキシエトキシ）フルオレン、ビスフェノ
ールＡ型，フェノールノボラック型，クレゾールノボラック型，及びグリシジルエーテル
型のエポキシ（メタ）アクリレート等がある。
【００２４】
　さらに、３官能以上の（メタ）アクリレートとしては、エトキシ化イソシアヌル酸トリ
（メタ）アクリレート、エトキシ化グリセリントリ（メタ）アクリレート、トリメチロー
ルプロパントリ（メタ）アクリレート、エトキシ化トリメチロールプロパントリ（メタ）
アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトール
テトラ（メタ）アクリレート、エトキシ化ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレ
ート、プロポキシ化ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジトリメチロー
ルプロパンテトラ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジトリメチロールプロパン
テトラアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート等がある。こ
れらは単独で又は２種類以上を組み合わせて使用することができる。
　なお、ここで（メタ）アクリレートとは、アクリレート及びメタクリレートを意味する
。
【００２５】
　前記（Ｂ）光重合性化合物の配合量は、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の総量に対して、２
０～９０質量％とすることが好ましい。この配合量が、２０質量％以上であると、ベース
ポリマーを絡み込んで硬化させることが容易にでき、一方、９０質量％以下であると、十
分な厚さのクラッド層を容易に形成することできる。以上の観点から、（Ｂ）光重合性化
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合物の配合量は３０～８０質量％とすることがさらに好ましい。
【００２６】
　次に（Ｃ）成分の光重合開始剤としては、特に制限はなく、例えばエポキシ化合物の開
始剤として、ｐ－メトキシベンゼンジアゾニウムヘキサフルオロホスフェートなどのアリ
ールジアゾニウム塩；ジフェニルヨードニウムヘキサフロロホスホニウム塩、ジフェニル
ヨードニウムヘキサフロロアンチモネート塩などのジアリールヨードニウム塩；トリフェ
ニルスルホニウムヘキサフロロホスホニウム塩、トリフェニルスルホニウムヘキサフロロ
アンチモネート塩、ジフェニル－４－チオフェノキシフェニルスルホニウムヘキサフロロ
アンチモネート塩、ジフェニル－４－チオフェノキシフェニルスルホニウムヘキサフロロ
アンチモネート塩、ジフェニル－４－チオフェノキシフェニルスルホニウムペンタフロロ
ヒドロキシアンチモネート塩などのトリアリールスルホニウム塩；トリフェニルセレノニ
ウムヘキサフロロホスホニウム塩、トリフェニルセレノニウムホウフッ化塩、トリフェニ
ルセレノニウムヘキサフロロアンチモネート塩などのトリアリルセレノニウム塩；ジメチ
ルフェナシルスルホニウムヘキサフロロアンチモネート塩、ジエチルフェナシルスルホニ
ウムヘキサフロロアンチモネート塩などのジアルキルフェナジルスルホニウム塩；４－ヒ
ドロキシフェニルジメチルスルホニウムヘキサフロロアンチモネート塩、４－ヒドロキシ
フェニルベンジルメチルスルホニウムヘキサフロロアンチモネートなどのジアルキル－４
－ヒドロキシフェニルスルホニウム塩；α－ヒドロキシメチルベンゾインスルホン酸エス
テル、Ｎ－ヒドロキシイミドスルホネート、α－スルホニロキシケトン、β－スルホニロ
キシケトンなどのスルホン酸エステルなどが挙げられる。
【００２７】
　また、分子内にエチレン性不飽和基を有する化合物の開始剤としては、ベンゾフェノン
、Ｎ，Ｎ’－テトラメチル－４，４’－ジアミノベンゾフェノン（ミヒラーケトン）、Ｎ
，Ｎ’－テトラエチル－４，４’－ジアミノベンゾフェノン、４－メトキシ－４’－ジメ
チルアミノベンゾフェノン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリ
ノフェニル）－ブタン－１－オン、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１
－オン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル－
１－フェニルプロパン－１－オン、１－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］－
２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オン、１，２－メチル－１－［４－（
メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプロパン－１－オン等の芳香族ケトン；２－
エチルアントラキノン、フェナントレンキノン、２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラキノン、
オクタメチルアントラキノン、１，２－ベンズアントラキノン、２，３－ベンズアントラ
キノン、２－フェニルアントラキノン、２，３－ジフェニルアントラキノン、１－クロロ
アントラキノン、２－メチルアントラキノン、１，４－ナフトキノン、９，１０－フェナ
ントラキノン、２－メチル１，４－ナフトキノン、２，３－ジメチルアントラキノン等の
キノン類；ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインフェニル
エーテル等のベンゾインエーテル化合物；ベンゾイン、メチルベンゾイン、エチルベンゾ
イン等のベンゾイン化合物；ベンジルジメチルケタール等のベンジル誘導体；２－（ｏ－
クロロフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール二量体、２－（ｏ－クロロフェニル
）－４，５－ジ（メトキシフェニル）イミダゾール二量体、２－（ｏ－フルオロフェニル
）－４，５－ジフェニルイミダゾール二量体、２－（ｏ－メトキシフェニル）－４，５－
ジフェニルイミダゾール二量体、２－（ｐ－メトキシフェニル）－４，５－ジフェニルイ
ミダゾール二量体等の２，４，５－トリアリールイミダゾール二量体；ビス（２，４，６
－トリメチルベンゾイル）フェニルフォスフィンオキサイド、ビス（２，６－ジメトキシ
ベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルフォスフィンオキサイド、２，４，６－
トリメチルベンゾイルジフェニルフォスフィンオキサイド等のフォスフィンオキサイド類
；９－フェニルアクリジン、１，７－ビス（９，９’－アクリジニル）ヘプタン等のアク
リジン誘導体；Ｎ－フェニルグリシン、Ｎ－フェニルグリシン誘導体、クマリン系化合物
などが挙げられる。また、２，４，５－トリアリールイミダゾール二量体において、２つ
の２，４，５－トリアリールイミダゾールのアリール基の置換基は同一で対称な化合物を
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与えてもよいし、相違して非対称な化合物を与えてもよい。また、ジエチルチオキサント
ンとジメチルアミノ安息香酸の組み合わせのように、チオキサントン系化合物と３級アミ
ン化合物とを組み合わせてもよい。なお、コア層及びクラッド層の透明性を向上させる観
点からは、上記化合物のうち、芳香族ケトン及びフォスフィンオキサイド類が好ましい。
　これらの（Ｃ）光重合開始剤は、単独で又は２種類以上組み合わせて用いることができ
る。
【００２８】
　（Ｃ）光重合開始剤の配合量は、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分の総量１００質量部に対し
て、０．1～１０質量部とすることが好ましい。０．1質量部以上であると、光感度が十分
であり、一方１０質量部以下であれば、光導波路の表面のみが選択的に硬化し、硬化が不
十分となることがなく、また、光重合開始剤自身の吸収により伝搬損失が増大することも
なく好適である。以上の観点から、（Ｃ）光重合開始剤の配合量は、１～５質量部とする
ことがさらに好ましい。
【００２９】
　また、このほかに必要に応じて、本発明のクラッド層形成用樹脂中には、酸化防止剤、
黄変防止剤、紫外線吸収剤、可視光吸収剤、着色剤、可塑剤、安定剤、充填剤などのいわ
ゆる添加剤を本発明の効果に悪影響を与えない割合で添加してもよい。
【００３０】
　クラッド層形成用樹脂フィルムは（Ａ）～（Ｃ）成分を含有する樹脂組成物を溶媒に溶
解して、前記基材フィルムに塗布し、溶媒を除去することにより容易に製造することがで
きる。ここで用いる溶媒としては、該樹脂組成物を溶解し得るものであれば特に限定され
ず、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、ト
ルエン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プ
ロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、シクロヘキサノン、Ｎ－メチル－２
－ピロリドン等の溶媒又はこれらの混合溶媒を用いることができる。樹脂溶液中の固形分
濃度は３０～８０質量％程度であることが好ましい。
【００３１】
　クラッド層の厚さに関しては、乾燥後の厚さで、５～５００μｍの範囲が好ましい。５
μｍ以上であると、光の閉じ込めに必要なクラッド厚さが確保でき、５００μｍ以下であ
ると、膜厚を均一に制御することが容易である。以上の観点から、該クラッド層の厚さは
、さらに１０μｍ～１００μｍの範囲であることが好ましい。
　また、クラッド層の厚さは、最初に形成される下部クラッド層と、コアパターンを埋め
込むための上部クラッド層において、同一であっても異なってもよいが、コアパターンを
埋め込むために、上部クラッド層の厚さはコア層の厚さよりも厚くすることが好ましい。
【００３２】
　また、クラッド層形成用樹脂フィルムの製造に際し、クラッド層形成用樹脂フィルムの
保護やロール状に製造する際の巻き取り性を向上させるなどの目的で、必要に応じクラッ
ド層形成用樹脂フィルムに保護フィルムを貼り合わせてもよい（図２参照）。保護フィル
ムとしては、基材フィルムとして例に挙げたものと同様なものが使用でき、必要に応じ離
型処理や帯電防止処理がなされていてもよい。
【００３３】
　次に、本発明で使用するコア層形成用樹脂フィルムは、コア層がクラッド層より高屈折
率であるように設計され、活性光線によりコアパターンを形成し得る樹脂組成物を用いる
ことができ、感光性樹脂組成物が好適である。具体的には、上記クラッド層形成用樹脂で
用いたのと同様の樹脂組成物を用いることが好ましい。すなわち、前記（Ａ）、（Ｂ）及
び（Ｃ）成分を含有し、必要に応じて前記任意成分を含有する樹脂組成物である。
　コア層形成用樹脂フィルムは、（Ａ）～（Ｃ）成分を含有する樹脂組成物を溶媒に溶解
して基材に塗布し、溶媒を除去することにより容易に製造することができる。ここで用い
る溶媒としては、該樹脂組成物を溶解し得るものであれば特に限定されず、例えば、アセ
トン、メチルエチルケトン、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、トルエン、Ｎ，Ｎ－
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ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、プロピレングリコールモノメチ
ルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、シクロヘキサノン、
Ｎ－メチル－２－ピロリドン等の溶媒又はこれらの混合溶媒を用いることができる。樹脂
溶液中の固形分濃度は、通常３０～８０質量％程度であることが好ましい。
【００３４】
　コア層形成用樹脂フィルムの厚さについては特に限定されず、乾燥後のコア層の厚さが
、通常は１０～１００μｍとなるように調整される。コア層の厚さが１０μｍ以上である
と、光導波路形成後の受発光素子又は光ファイバーとの結合において位置合わせトレラン
スが拡大できるという利点があり、１００μｍ以下であると、光導波路形成後の受発光素
子又は光ファイバーとの結合において、結合効率が向上するという利点がある。以上の観
点から、該フィルムの厚さは、さらに３０～７０μｍの範囲であることが好ましい。
【００３５】
　コア層形成用樹脂フィルムの製造過程で用いる基材は、光導波路形成用フィルムを支持
する支持体であって、その材料については特に限定されないが、後にコア層形成用樹脂フ
ィルムを剥離することが容易であり、かつ、耐熱性及び耐溶剤性を有するとの観点から、
ポリエチレンテレフタレート等のポリエステル、ポリプロピレン、ポリエチレンなどが好
適に挙げられる。該基材の厚さは、５～５０μｍであることが好ましい。５μｍ以上であ
ると、支持体としての強度が得やすいという利点があり、５０μｍ以下であると、パター
ン形成時のマスクとのギャップが小さくなり、より微細なパターンが形成できるという利
点がある。以上の観点から、該基材の厚さは１０～４０μｍの範囲であることがより好ま
しく、１５～３０μｍであることが特に好ましい。
【００３６】
　また、露光用光線の透過率向上及びコアパターンの側壁荒れ低減のため、高透明タイプ
のフレキシブルな基材を用いるのが好ましい。高透明タイプの基材のヘイズ値は５％以下
であることが好ましく、３％以下であることがより好ましく、２％以下であることが特に
好ましい。なお、ヘイズ値はＪＩＳ　Ｋ７１０５に準拠して測定したものであり、例えば
、ＮＤＨ－１００１ＤＰ（日本電色工業（株）製）等の市販の濁度計などで測定可能であ
る。このような基材としては、東洋紡績（株）製、商品名「コスモシャインＡ１５１７」
や「コスモシャインＡ４１００」として入手可能である。
　なお、上記基材は、後にコア層形成用樹脂フィルムの剥離を容易とするため、離型処理
、帯電防止処理等が施されていてもよい。
【００３７】
　また、コア層形成用樹脂フィルムの製造に際し、コア層形成用樹脂フィルムの保護やロ
ール状に製造する際の巻き取り性を向上させるなどの目的で、必要に応じコア層形成用樹
脂フィルムに保護フィルムを貼り合わせてもよい（図３参照）。保護フィルムとしては、
前記クラッド層形成用樹脂フィルムの基材フィルムとして例に挙げたものと同様なものが
使用でき、必要に応じ離型処理や帯電防止処理がなされていてもよい。
【００３８】
　以下、本発明のフレキシブル光導波路の製造方法について図１、２を参照しつつ詳述す
る。
　まず、第１の工程としてクラッド層形成用樹脂フィルムの基材フィルムの反対側に設け
てある保護フィルムを剥離後、クラッド層形成用樹脂フィルムを光または加熱により硬化
させ、クラッド層を形成する（図２参照）。このとき、クラッド層形成用樹脂は接着処理
を施した基材フィルム上に製膜されていることが好ましい。一方、保護フィルムは、クラ
ッド層形成用樹脂フィルムからの剥離を容易にするため接着処理は行っていないことが好
ましく、必要に応じ離型処理が施されていてもよい。
　次いで、第２の工程としてクラッド層形成用樹脂と基材フィルムとから構成された第１
のクラッド層形成用樹脂フィルムのクラッド層形成用樹脂を硬化させ、下部クラッド層２
を形成する（図１（ａ）参照）。より具体的には、クラッド層形成用樹脂フィルムの基材
フィルムの反対側に保護フィルムを設けている（図２参照）ので、該保護フィルム９を剥
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離後、クラッド層形成用樹脂フィルムを光または加熱により硬化させ、クラッド層２を形
成する。このとき、クラッド層形成用樹脂は接着処理を施した基材フィルム１上に製膜さ
れていることが好ましい。一方、保護フィルム９は、クラッド層形成用樹脂フィルムから
の剥離を容易にするため接着処理は行っていないことが好ましく、必要に応じ離型処理が
施されていてもよい。
【００３９】
　次いで、第３の工程としてクラッド層上にコア層形成用樹脂フィルムをラミネートし、
コア層を積層する（図１（ｂ）参照）。この第３の工程において、上述のクラッド層上に
、コア層形成用樹脂フィルムを加熱圧着することにより、クラッド層より屈折率の高いコ
ア層を積層する。ここで、密着性及び追従性の見地から減圧下で積層することが好ましい
。ここでの加熱温度は５０～１３０℃とすることが好ましく、圧着圧力は、０．１～１．
０ＭＰａ（１～１０ｋｇｆ／ｃｍ2）程度とすることが好ましいが、これらの条件には特
に制限はない。コア層形成用樹脂フィルムは、コア層と基材から構成されていれば取扱が
容易で好ましく、また、コア層単独で構成されていてもよい。
　なお、コア層形成用樹脂フィルムの基材の反対側に保護フィルム９を設けている（図３
参照）ので、該保護フィルムを剥離後、コア層形成用樹脂フィルムをラミネートする。こ
のとき、保護フィルム９及び基材４は、コア層形成用樹脂フィルムからの剥離を容易にす
るため接着処理は行っていないことが好ましく、必要に応じ離型処理が施されていてもよ
い。
【００４０】
　次に、第４の工程として、コア層を露光現像し、光導波路のコアパターンを形成する（
図１（ｃ）参照）。具体的には、ネガマスクパターンを通して活性光線が画像状に照射さ
れる。活性光線の光源としては、例えば、カーボンアーク灯、水銀蒸気アーク灯、超高圧
水銀灯、高圧水銀灯、キセノンランプ等の紫外線を有効に放射する公知の光源が挙げられ
る。また、他にも写真用フラッド電球、太陽ランプ等の可視光を有効に放射するものも用
いることができる。
【００４１】
　次いで、コア層形成用樹脂フィルムの基材が残っている場合には、基材を剥離し、ウェ
ット現像等で未露光部を除去して現像し、導波路パターンを形成する（図１（ｄ）参照）
。ウェット現像の場合は、前記フィルムの組成に適した有機溶剤系現像液を用いて、スプ
レー、揺動浸漬、ブラッシング、スクラッピング等の公知の方法により現像する。
　有機溶剤系現像液としては、例えば、Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルム
アミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、シクロヘキサノン、メチルエチルケトン、メチ
ルイソブチルケトン、γ－ブチロラクトン、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、プロ
ピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテ
ート等が挙げられる。これらの有機溶剤は、引火防止のため、１～２０質量部の範囲で水
を添加することが好ましい。また、必要に応じて２種類以上の現像方法を併用してもよい
。
　現像の方式としては、例えば、ディップ方式、バトル方式、高圧スプレー方式等のスプ
レー方式、ブラッシング、スクラッピング等が挙げられ、高圧スプレー方式が解像度向上
のためには最も適している。
　現像後の処理として、必要に応じて６０～２５０℃程度の加熱または０．１～１０００
ｍＪ／ｃｍ2程度の露光を行うことにより、光導波路パターンをさらに硬化させて用いて
もよい。
【００４２】
　この後、コアパターンを少なくともクラッド層形成用樹脂を含む第２のクラッド層形成
用樹脂フィルムのラミネートによって埋め込む第５の工程と、第２のクラッド層形成用樹
脂フィルムのクラッド層形成用樹脂を硬化させ、クラッド層を形成する第６の工程を行う
（図１（ｅ）参照）。ラミネートは、クラッド層形成用樹脂フィルムがクラッド層形成用
樹脂と基材フィルムからなる場合には、クラッド層形成用樹脂をコアパターン側にする。
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このときのクラッド層の厚さは、前述のようにコア層の厚さより大きくすることが好まし
い。硬化は、光または熱によって上記と同様に行う。
　なお、クラッド層形成用樹脂フィルムの基材フィルムの反対側に保護フィルムを設けて
いる（図２参照）ので、該保護フィルムを剥離後、クラッド層形成用樹脂フィルムを光ま
たは加熱により硬化させ、クラッド層を形成する。このとき、クラッド層形成用樹脂は接
着処理を施した基材フィルム上に製膜されていることが好ましい。一方、保護フィルムは
、クラッド層形成用樹脂フィルムからの剥離を容易にするため接着処理は行っていないこ
とが好ましく、必要に応じ離型処理が施されていてもよい。
　上述の製造方法によれば、従来の課題であったコアサイズの大きなマルチモードの光導
波路の作製時間を大幅に短縮できる。
【実施例】
【００４３】
　以下に、本発明を実施例によりさらに具体的に説明するが、本発明は、これらの実施例
によってなんら限定されるものではない。
実施例1
　第１表に示す配合にて、コア層及びクラッド層用樹脂組成物を用意し、これに溶剤とし
てエチルセロソルブを全量に対して４０質量部加え、コア層用及びクラッド層用樹脂ワニ
スを調合した。
【００４４】
【表１】

【００４５】
＊１　フェノトートＹＰ－７０；東都化成（株）製、ビスフェノールＡ／ビスフェノール
Ｆ共重合型フェノキシ樹脂
＊２　Ａ－ＢＰＥＦ；新中村工業（株）製、９，９－ビス［４－（２－アクリロイルオキ
シエトキシ）フェニル］フルオレン
＊３　ＥＡ－１０２０；新中村工業（株）製、ビスフェノールＡ型エポキシアクリレート
＊４　ＫＲＭ－２１１０；新中村工業（株）製、アリサイクリックジエポキシカルボキシ
レート
＊５　２，２－ビス（２－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル－１
，２’－ビイミダゾール；東京化成工業（株）製
＊６　４，４’－ビス（ジエチルアミノ）ベンゾフェノン；東京化成工業（株）製
＊７　２－メルカプトベンゾイミダゾール；東京化成工業（株）製
＊８　ＳＰ－１７０；旭電化工業（株）製、トリフェニルスルホニウムヘキサフロロアン
チモネート塩
【００４６】
　これをＰＥＴフィルム（東洋紡績（株）製、商品名「コスモシャインＡ１５１７」、厚
さ１６μｍ）にアプリケーター（ヨシミツ精機（株）製、「ＹＢＡ－４」）を用いて塗布
し（クラッド層形成用樹脂フィルム：巻内の接着処理面を使用、コア層形成用樹脂フィル



(13) JP 4894348 B2 2012.3.14

10

20

30

40

50

ム：巻外の非処理面を使用）、８０℃、１０分、その後１００℃、１０分で溶剤を乾燥さ
せ、コア層及びクラッド層形成用樹脂フィルムを得た。このときのフィルムの厚さは、ア
プリケーターの間隙を調節することで、５～１００μｍの間で任意に調整可能であり、本
実施例では、硬化後の膜厚が、コア層４０μｍ、下部クラッド層２０μｍ、上部クラッド
層７０μｍとなるように調節した。なお、本実施例で用いたＰＥＴフィルムの最大伸び率
は、１１０％であった。
【００４７】
　紫外線露光機（（株）オーク製作所製、ＥＸＭ－１１７２）にて紫外線（波長３６５ｎ
ｍ）を１０００ｍＪ／ｃｍ2照射し、下部クラッド層形成用樹脂フィルムを光硬化させた
（図１（ａ）参照）。次に、このクラッド層上に、真空加圧式ラミネータ（（株）名機製
作所製、ＭＶＬＰ－５００）を用い、圧力０．４ＭＰａ、温度７０℃、加圧時間３０秒の
条件にてコア層形成用樹脂フィルムをラミネートした（図１（ｂ）参照）。続いて幅４０
μｍのホトマスク（ネガ型）を介し、上記紫外線露光機にて紫外線（波長３６５ｎｍ）を
１０００ｍＪ／ｃｍ2照射した後（図１（ｃ）参照）、エチルセロソルブとＮ，Ｎ－ジメ
チルアセトアミドの８対２質量比混合溶剤にて、コアパターンを現像した（図１（ｄ）参
照）。現像液の洗浄には、メタノール及び水を用いた。次いで、同様なラミネート条件に
て上部クラッド形成用樹脂フィルムをラミネートし、紫外線照射及び１１０℃で加熱処理
を行い、フレキシブル光導波路を作製した（図１（ｅ）参照）。
　なお、コア層及びクラッド層の屈折率をＭｅｔｒｉｃｏｎ社製プリズムカプラー（Ｍｏ
ｄｅｌ２０１０）で測定したところ、波長８５０ｎｍにて、コア層が１．５８４、クラッ
ド層が１．５３７であった。
【００４８】
　このように作製したフレキシブル光導波路の伝搬損失を、光源に８５５ｎｍのＬＥＤ（
（株）アドバンテスト製、Ｑ８１２０１）及び受光センサ（（株）アドバンテスト製、Ｑ
８２２１４）を用い、カットバック法（測定導波路長５、３、２ｃｍ、入射ファイバー；
ＧＩ－５０／１２５マルチモードファイバー（ＮＡ＝０．２０）、出射ファイバー；ＳＩ
－１１４／１２５（ＮＡ＝０．２２）、入射光；実効コア径２６μｍ）により測定したと
ころ、０．３ｄＢ／ｃｍであった。
　また、長さ５ｃｍのフレキシブル光導波路を、半径２ｍｍの棒に巻きつけ屈曲性、強靭
性を調べたところ、光導波路の割れやクラッド層と基材フィルム、またはクラッド層とコ
ア層で界面剥離は生じず、高い屈曲性、強靭性を有していることがわかった。
【００４９】
　さらに、得られたフレキシブル光導波路（導波路長５ｃｍ）の３６０°曲げ試験を行っ
た。半径２ｍｍの棒に１周巻きつけ、上記と同様の光源及び受光素子を用いて挿入損失値
を測定し、巻きつけない場合の挿入損失値に対する増加分を調べた。その結果、損失値の
増加分は０．１ｄＢ未満であり、良好な特性を示した。
　また、得られたフレキシブル光導波路（導波路長５ｃｍ）の繰り返し曲げ試験を行った
。屈曲耐久試験機（大昌電子（株）製）を用い、曲率半径５ｍｍ、屈曲速度約１秒の条件
で繰り返し折り曲げ試験を行った。１００万回実施後のフレキシブル光導波路の挿入損失
値を上記と同様の光源及び受光素子を用いて測定し、試験前の挿入損失値に対する増加分
を調べた。その結果、損失値の増加分は０．０５ｄＢ未満であり、良好な特性を示した。
【００５０】
実施例２
　実施例１において、第１表のコア用の（Ｃ）光重合開始剤を、ビス（２，４，６－トリ
メチルベンゾイル）フェニルフォスフィンオキサイド（１質量部、チバ・スペシャリティ
・ケミカルズ（株）製）、１－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］－２－ヒド
ロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オン（１質量部、チバ・スペシャリティ・ケミ
カルズ（株）製）に代え、またコアパターン露光時の紫外線照射量を４００ｍＪ／ｃｍ2

に代えたこと以外は、実施例１と同様にして光導波路を作製した。このときのコア層の屈
折率を、Ｍｅｔｒｉｃｏｎ社製プリズムカプラー（Ｍｏｄｅｌ２０１０）を用いて測定し
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たところ、１．５８２であった。
　実施例１と同様にフレキシブル光導波路の伝搬損失を測定したところ、０．１ｄＢ／ｃ
ｍであり、本実施例における開始剤を使用した場合、非常に高い透明性を有することがわ
かった。
【００５１】
　さらに、得られたフレキシブル光導波路（長さ５ｃｍ）の３６０°曲げ試験を、実施例
１と同様に行った。その結果、損失値の増加分は０．１ｄＢ未満であり、良好な特性を示
した。
　また、得られたフレキシブル光導波路（長さ５ｃｍ）の繰り返し折り曲げ試験を、実施
例１と同様に行った。その結果、損失値の増加分は０．０５ｄＢ未満であり、良好な特性
を示した。
【００５２】
実施例３
　第２表に示す配合にて、コア層及びクラッド層用樹脂組成物を用意し、これに溶剤とし
てエチルセロソルブを全量に対して４０質量部加え、コア層用及びクラッド層用樹脂ワニ
スを調合した。
【００５３】
【表２】

【００５４】
＊１～＊４及び＊８　前出
＊９　ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルフォスフィンオキサイド；チ
バ・スペシャリティ・ケミカルズ（株）製
＊１０　１－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチ
ル－１－プロパン－１－オン；チバ・スペシャリティ・ケミカルズ（株）製
＊１１　ＳＰ－１００；芳香族系化合物、旭電化工業（株）製
【００５５】
　クラッド層形成用ワニスをポリアミドフィルム（東レ（株）製、商品名「ミクトロン」
、厚さ１２μｍ）のコロナ処理面に、コア形成用ワニスをＰＥＴフィルム（東洋紡績（株
）製、商品名「コスモシャインＡ１５１７」、厚さ１６μｍ）の非処理面にアプリケータ
ー（ヨシミツ精機（株）製、「ＹＢＡ－４」）を用い塗布し、８０℃、１０分、その後１
００℃、１０分で溶剤乾燥させコア層及びクラッド層形成用樹脂フィルムを得た。このと
きのフィルムの厚さは、アプリケーターの間隙を調節することで、５～１００μｍの間で
任意に調整可能であり、本実施例では、硬化後の膜厚が、コア層４０μｍ、下部クラッド
層２０μｍ、上部クラッド層７０μｍとなるように調節した。
【００５６】
　紫外線露光機（（株）オーク製作所製、ＥＸＭ－１１７２）にて紫外線（波長３６５ｎ
ｍ）を１０００ｍＪ／ｃｍ2照射し、下部クラッド層形成用樹脂フィルムを光硬化させた
（図１（ａ）参照）。次に、このクラッド層上に、真空加圧式ラミネータ（（株）名機製
作所製、ＭＶＬＰ－５００）を用い、圧力０．４ＭＰａ、温度７０℃、加圧時間３０秒の
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条件にてコア層形成用樹脂フィルムをラミネートした（図１（ｂ）参照）。続いて幅４０
μｍのホトマスク（ネガ型）を介し、上記紫外線露光機にて紫外線（波長３６５ｎｍ）を
４００ｍＪ／ｃｍ2照射した後（図１（ｃ）参照）、エチルセロソルブとＮ，Ｎ－ジメチ
ルアセトアミドの８対２質量比混合溶剤にて、コアパターンを現像した（図１（ｄ）参照
）。現像液の洗浄には、メタノール及び水を用いた。次いで、同様なラミネート条件にて
上部クラッド形成用樹脂フィルムをラミネートし、アイグラフィックス（株）製、「アイ
ドルフィン３０００」にて紫外線（波長４０５ｎｍ）を３０００ｍＪ／ｃｍ2照射し、そ
の後１６０℃で加熱処理を行い、フレキシブル光導波路を作製した（図１（ｅ）参照）。
　なお、コア層及びクラッド層の屈折率をＭｅｔｒｉｃｏｎ社製プリズムカプラー（Ｍｏ
ｄｅｌ２０１０）で測定したところ、波長８５０ｎｍにて、コア層が１．５８２、クラッ
ド層が１．５３９であった。
【００５７】
　このように作製したフレキシブル光導波路の伝搬損失を、光源に８５５ｎｍのＬＥＤ（
（株）アドバンテスト製、Ｑ８１２０１）及び受光センサ（（株）アドバンテスト製、Ｑ
８２２１４）を用い、カットバック法（測定導波路長５、３、２ｃｍ、入射ファイバー；
ＧＩ－５０／１２５マルチモードファイバー（ＮＡ＝０．２０）、出射ファイバー；ＳＩ
－１１４／１２５（ＮＡ＝０．２２）、入射光；実効コア径２６μｍ）により測定したと
ころ、０．１ｄＢ／ｃｍであり、極めて損失が小さいことがわかった。
　また、作製したフレキシブル光導波路を最高到達温度２６５℃（２６０℃以上の保持時
間１５～２０秒）、窒素雰囲気下の条件で、はんだリフロー炉（古河電気工業（株）製、
「サラマンダ」）中を３回通過させ、リフローによる損失増加を測定したところ、リフロ
ーによる損失増加は０．１ｄＢ／ｃｍ未満であり、基材フィルムにポリアミドを用いた場
合、フレキシブル光導波路が高い耐熱性を有していることがわかった。
【００５８】
　さらに、半径２ｍｍの棒に巻きつけ屈曲性、強靭性を調べたところ、光導波路の割れや
クラッド層と基材フィルム、またはクラッド層とコア層で界面剥離は生じず、高い屈曲性
、強靭性を有していることがわかった。
　また、得られたフレキシブル光導波路の３６０°曲げ試験を、実施例１と同様に行った
。その結果、損失値の増加分は０．１ｄＢ未満であり、良好な特性を示した。
　さらに、得られたフレキシブル光導波路の繰り返し折り曲げ試験を、実施例１と同様に
行った。その結果、損失値の増加分は０．０５ｄＢ未満であり、良好な特性を示した。
【００５９】
実施例４
　実施例１において、クラッド形成用樹脂フィルムをＰＥＴフィルムの巻外（非処理面）
に塗布したこと以外は、実施例１と同様にフレキシブル光導波路を作製した。この場合、
半径２ｍｍの棒に巻きつけたところ、クラッド層と基材フィルムの界面で若干の剥離とフ
レキシブル光導波路にクラックが生じたが、実用的には十分な程度の屈曲性及び強靭性を
示した。
【産業上の利用可能性】
【００６０】
　本発明のフレキシブル光導波路は、高い屈曲性、強靭性を有する。また、本発明によれ
ば、生産性良くフレキシブル光導波路を製造することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】本発明のフレキシブル光導波路の製造方法を説明する図である。
【図２】本発明のフレキシブル光導波路の製造に用いるクラッド形成用樹脂フィルムを説
明する図である。
【図３】本発明のフレキシブル光導波路の製造に用いるコア形成用樹脂フィルムを説明す
る図である。
【符号の説明】
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【００６２】
１、８；基材フィルム
２；下部クラッド層
３；コア層
４；基材（コア層形成用）
５；ホトマスク
６；コアパターン
７；上部クラッド層
９：保護フィルム

【図１】

【図２】

【図３】
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